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平成 19 年６月期    個別中間財務諸表の概要     平成 19 年 2月 16 日 

上 場 会 社 名          トラストパーク株式会社       上場取引所福証   Ｑ－Ｂｏａｒｄ 
コ ー ド 番 号          ３２３５              本社所在都道府県  福岡県 
（ＵＲＬ  http://www.trustpark.co.jp） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 渡邉 靖司 
問合せ先責任者 役職名 常務取締役   氏名 矢羽田 弘      ＴＥＬ (092)437－8944 
決算取締役会開催日 平成 19 年 2月 16 日    配当支払開始日 ―― 
単元株制度採用の有無            無 
１．18 年 12 月中間期の業績(平成 18 年 7 月 1日～平成 18 年 12 月 31 日) 
(1) 経営成績                              (百万円未満は切り捨て) 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年12月中間期 
17年12月中間期 

1,865 
― 

―
―

127
―

―
―

94 
― 

―
―

18 年 6 月期 3,131 82 73 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円 ％ 円  銭

18年12月中間期 
17年12月中間期 

105 
― 

―
―

13,300  19
―  ―

18 年 6 月期 6 887  01

 

(注)①期中平均株式数  18 年 12 月中間期 7,944 株  17 年 12 月中間期  ―株  18 年 6 月期 7,690 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
    ③中間財務諸表は、平成 18 年 12 月中間期より作成しておりますので、平成 18 年 12 月中間期及び平成 17 年 12 
   月中間期の対前年中間期増減率は記載しておりません。 
  ④平成 17 年 12 月中間期は、中間財務諸表を作成しておりませんので、記載しておりません。 

 (2)財政状態                             (百万円未満は切り捨て) 

 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

18年12月中間期 
17年12月中間期 

1,613 
― 

397
―

24.6 
― 

44,976  42
―

18 年 6 月期 1,442 99 6.9 12,759  96
(注)①期末発行済株式数 18 年 12 月中間期 8,830 株  17 年 12 月中間期 ―株  18 年 6 月期 7,830 株 

②期末自己株式数  18 年 12 月中間期   ―株  17 年 12 月中間期 ―株  18 年 6 月期   ―株 
  ③平成 17 年 12 月中間期は、中間財務諸表を作成しておりませんので、記載しておりません。 

 
２．19 年 6月期の業績予想(平成 18 年 7 月 1日～平成 19 年 6月 30 日) 

 売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 3,585 115 114

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)12,989 円 81 銭 

(注)業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社において判断したものであります。 
 予想には様々な不確定要素が内在しており、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合がありますので、 
 この業績予想に全面的に依拠して投資等の判断を行うことは差し控えてください。 

 
３．配当状況 
・現金配当 1 株当たり配当金（円） 
 中間期末 期末 年間 
18 年 6 月期 ― ― 0 

19 年 6 月期（実績） ― ―  0 
19 年 6 月期（予想） ― ― 0 

※上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含ん

でおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

矢羽田
新規スタンプ
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１．個別財務諸表等 
２.中間財務諸表等 

(1）中間財務諸表 

         当中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、前中間会計期間との対比は行っておりません。 
①中間貸借対照表 

  
当中間会計期間末 

（平成18年12月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金 ※２ 609,651  247,443

２ 売掛金  88,026  104,219

３ 有価証券  2,006  2,004

４ 前払費用  164,562  138,009

５ 未収入金  9,728  6,451

６ その他  2,100  1,572

貸倒引当金  △2,018 △1,578

流動資産合計  874,057 54.2
 

498,123 34.5

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

 (1）建物 ※1,2,4 87,110 221,707 

(2）構築物 ※１ 6,554 5,860 

(3）機械及び装置 ※１ 1,183 18,471 

(4）車輌運搬具 ※１ 660 735 

(5）工具器具備品 ※１ 33,457 19,068 

(6）土地 ※２ 375,987 458,382 

有形固定資産合計  504,953 31.3  724,226 50.2

２ 無形固定資産   

(1）電話加入権  1,014 1,014 

(2）ソフトウェア  28,304 29,915 

無形固定資産合計  29,319 1.8  30,930 2.2

３ 投資その他の資産   

(1）投資有価証券  12  7,720

(2）関係会社株式  50,000  50,000

(3）株主､役員又は従業員 
    に対する長期貸付金 

 62  137

(4）長期前払費用  5,677  6,771

(5）敷金及び保証金  142,542  117,252

(6）破産債権、更生債権等  482  360

(7）その他  7,267  7,087

    貸倒引当金  △482 △360

投資その他の資産合計  205,562 12.7
 

188,969 13.1

固定資産合計  739,835 45.8  944,126 65.5

資産合計  1,613,893 100.0  1,442,249 100.0
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当中間会計期間末 

（平成18年12月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

   

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１ 買掛金  51,231  83,236

２ 短期借入金  50,000  －

３ 一年以内返済予定の 
長期借入金 

※２ 132,832  172,020

４ 一年以内償還予定の 
社債 

 10,000  10,000

５ 未払金  91,582  129,644

６ 未払費用  1,489  5,261

７ 未払法人税等  8,720  7,659

８ 未払消費税等 ※５ 23,391  6,199

９ 前受金  59,833  36,141

10 預り金  107,686  88,031

11 ポイントカード引当金  25,673  19,489

12 リース資産減損勘定  26,209 31,720

流動負債合計  588,648 36.5
 

589,405 40.8

Ⅱ 固定負債   

１ 社債  20,000  25,000

２ 長期借入金 ※２ 491,371  654,592

３ 預り敷金  77,983  24,188

４ 長期未払金  15,784  18,568

５ リース資産減損勘定  22,964 30,585

固定負債合計  628,102 38.9
 

752,934 52.3

負債合計  1,216,751 75.4  1,342,339 93.1

（純資産の部）   

Ⅰ 株主資本   

 １ 資本金  332,050 20.6  236,500 16.4

 ２ 資本剰余金   

  (1)資本準備金  102,550 7,000 

  資本剰余金合計  102,550 6.3  7,000 0.4

 ３ 利益剰余金   

  (1)その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金  △37,470 △143,127 

  利益剰余金合計  △37,470 △2.3  △143,127 △9.9

  株主資本合計  397,129 24.6  100,372 6.9

Ⅱ 評価・換算差額等   

 １ その他有価証券評価 
差額金 

 12 0.0  △462 △0.0

  評価・換算差額等合計  12 0.0  △462 △0.0

  純資産合計  397,141 24.6  99,910 6.9

  負債及び純資産合計  1,613,893 100.0  1,442,249 100.0
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②中間損益計算書 

  
当中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 
  至 平成18年12月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年７月１日 

  至 平成18年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高  1,865,593 100.0  3,131,461 100.0

Ⅱ 売上原価  1,481,868 79.4  2,627,131 83.9

売上総利益  383,724 20.6  504,329 16.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費  256,717 13.8  421,426 13.5

営業利益  127,007 6.8  82,902 2.6

Ⅳ 営業外収益 ※１ 1,455 0.1  10,080 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２ 33,537 1.8 19,538 0.6

経常利益  94,925 5.1
 

73,444 2.3

Ⅵ 特別利益 ※３ 21,215 1.1  － －

 Ⅶ 特別損失 ※4,5 7,256 0.4 63,358 2.0

税引前中間(当期)純利
益 

 108,883 5.8
 

10,086 0.3

法人税、住民税及び事業
税 

 3,227 3,264 

法人税等調整額  － 3,227 0.1 － 3,264 0.1

中間(当期)純利益  105,656 5.7  6,821 0.2
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③中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（自平成 18 年７月１日 至平成 18 年 12 月 31 日） 

株主資本 
評価・換算 

差額等 

資本剰余金 利益剰余金

その他利益

剰余金 

 

資本金 

資本準備金
繰越利益 

剰余金 

株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額

金 

純資産合計

平成 18 年６月 30 日残高 

（千円） 
236,500 7,000 △143,127 100,372 △462 99,910

中間会計期間中の変動額   

新株の発行 95,550 95,550 － 191,100 － 191,100

中間純利益 － － 105,656 105,656 － 105,656

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
－ － － － 474 474

中間会計期間中の変動額合計（千

円） 
95,550 95,550 105,656 296,756 474 297,231

平成 18年 12月 31日 残高（千円） 332,050 102,550 △37,470 397,129 12 397,141

 

前事業年度（自平成 17 年７月１日 至平成 18 年６月 30 日）                  

株主資本 
評価・換算 

差額等 

資本剰余金 利益剰余金

その他利益

剰余金 

 

資本金 
資本準備金

繰越利益 

剰余金 

株主資本

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

純資産合計

平成 17 年６月 30 日残高(千円) 229,500 134,500 △284,448 79,551 △606 78,945

事業年度中の変動額  

新株の発行 7,000 7,000 ― 14,000 ― 14,000

資本剰余金振替額 ― △134,500 134,500 ― ― ―

当期純利益 ― ― 6,821 6,821 ― 6,821

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
― ― ― ― 143 143

事業年度中の変動額合計(千円） 7,000 △127,500 141,321 20,821 143 20,965

平成 18 年６月 30 日 残高(千円) 236,500 7,000 △143,127 100,372 △462 99,910
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

   時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

同  左 

(2)その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定) 

   時価のないもの 

同  左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

   定率法 

但し、建物(建物附属設備を除く)

は定額法によっております。なお、

取得価額10万円以上20万円未満の少

額減価償却資産については、３年間

均等償却によっております。 

   主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

建物 10～36年

構築物 ５年

機械及び装置 12～15年

工具器具備品 ４～20年

 

(2)無形固定資産 

   定額法 

    なお、自社利用のソフトウェアに 

   ついては、社内における利用可能期

   間(５年)に基づいております。 

 

(1)有形固定資産 

同  左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)無形固定資産 

同  左 

 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

同  左 

 (2）ポイントカード引当金 

 ポイントカードの使用により付与さ

れたポイントの将来の使用に備えるた

め、当中間会計期間末における未使用

ポイント残高に対する将来の費用負担

見込額を計上しております。 

(2）ポイントカード引当金 

  ポイントカードの使用により付与さ

れたポイントの将来の使用に備えるた

め、当事業年度末における未使用ポイ

ント残高に対する将来の費用負担見込

額を計上しております。 
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項目 
当中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同  左 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同  左 

５ その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための基

本となる重要な事項   

 

 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 

―――――――― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は99,910千円

であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

 

 (企業結合に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、「企業結合に係る会計基準」 

(企業会計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等

に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成17年12

月27日)並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号

平成17年12月27日)を適用しております。 

 

―――――――― 

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

 当中間会計期間より、「繰延資産の会計処理に関する

当面の取扱い」（企業会計基準委員会平成18年８月11日

実務対応報告第19号）を適用しております。 

 なお、これによる損益に与える影響はありません。 

 

―――――――― 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度末 
（平成18年６月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

55,604千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

88,713千円 
 
※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

定期預金 20,016千円 

建物 84,659千円 

土地 375,987千円 

 計 480,662千円 
 

 
※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

定期預金 20,016千円 

建物 219,142千円 

土地 458,382千円 

 計 697,541千円 
 

上記に対する債務 

一年以内返済予定の 
長期借入金 38,356千円 

長期借入金 400,626千円 

 計 438,982千円 
 

上記に対する債務 

一年以内返済予定の 
長期借入金 63,144千円 

長期借入金 548,609千円 

 計 611,753千円 
 

３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行と当座貸越契約を締結しております。この契約

に基づく当連結中間会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

当座貸越極度額 190,000千円 

借入実行残高 50,000千円 

差引残高 140,000千円 
 

３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行と当座貸越契約を締結しております。この契約

に基づく当連結事業年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

当座貸越極度額 90,000千円 

借入実行残高 －千円 

差引残高 90,000千円 
 

―――――――― 

 

※４ 建物には休止固定資産62,092千円が含まれてお

ります。 

 

※５ 消費税の取扱い 

    仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、

未払消費税等として表示しております。 
 

         ―――――――― 
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（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 28千円 

受取保険金 1,192千円 
 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 16千円 

経営指導料 7,594千円 
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 9,240千円 

株式上場関連費用 16,137千円 

株式交付費 6,281千円 
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 14,103千円 
 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

固定資産売却益 21,135 千円 

固定資産売却益は、休止固定資産(土地、建物等)

及び隣接する駐車場装置(機械装置等)の売却益

19,948千円及び車輌運搬具の売却益1,186千円 

であります。 

―――――――― 

 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

減損損失 6,529千円 
 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

減損損失 24,680千円 

リース解約損 37,138千円 
 

※５ 減損損失 

当社は、駐車場店舗を基本単位として資産のグル

ーピングを行っております。 

主に収益性が著しく低下した以下の資産グルー

プについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として計上しています。 

 なお、回収可能価額は、使用価値によっており、

使用価値については、将来キャッシュ･フローを

11.8%で割り引いて算定しています。 

 

用途 場所 種類 
減損損失

（千円）

駐車場 
４ヵ所 

九州 
構築物 
工具器具備品 
リース資産 

717
552

2,633

駐車場 

１ヵ所 
東京 

 
工具器具備品 
 

84

その他  リース資産 2,541

  

※５ 減損損失 

当社は、駐車場店舗を基本単位として資産のグル

ーピングを行っております。 

主に収益性が著しく低下した以下の資産グルー

プについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として計上しています。 

 なお、回収可能価額は、使用価値によっており、

使用価値については、将来キャッシュ･フローを

9.3%で割り引いて算定しています。 

 

用途 場所 種類 
減損損失

（千円）

駐車場
３ヵ所

九州 
構築物 
工具器具備品 
リース資産 

87
244

2,827

駐車場

２ヵ所
東京 

 
工具器具備品 
 

553

その他  リース資産 20,967

  

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 12,266千円 

無形固定資産 3,738千円 
 

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 21,927千円 

無形固定資産 5,427千円 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

   当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

 

 前事業年度（自平成 17 年７月１日 至平成 18 年６月 30 日） 

自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 
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（リース取引関係） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

減損損
失累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
（千円）

車輌運搬
具 

22,825 10,850 3,485 8,489

工具器具
備品 

556,146 240,361 152,365 163,419

ソフトウ
ェア 

14,656 9,046 － 5,609

合計 593,628 260,259 155,850 177,518

  

 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

減損損
失累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
（千円）

車輌運搬
具 

22,448 12,295 3,485 6,668

工具器具
備品 

676,550 352,937 147,190 176,421

ソフトウ
ェア 

14,857 8,520 － 6,336

合計 713,856 373,754 150,676 189,426

  
②未経過リース料中間期末残高相当額及びリース資産減損

勘定中間期末残高 

未経過リース料中間期末残高相当額 

1年内 94,270千円 

1年超 155,164千円 

合 計 249,434千円 
 

②未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定

期末残高 

未経過リース料期末残高相当額 

1年内 111,212千円 

1年超 161,046千円 

合 計 272,258千円 
 

   リース資産減損勘定中間期末残高 

1年内 26,209千円 

1年超 22,964千円 

合 計 49,173千円 
 

   リース資産減損勘定期末残高 

1年内 31,720千円 

1年超 30,585千円 

合 計 62,305千円 
 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償 

費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 47,200千円 

リース資産減損勘定の取崩額 18,306千円 

減価償却費相当額 39,470千円 

支払利息相当額 5,071千円 

減損損失 5,174千円 
 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償 

費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 120,177千円 

リース資産減損勘定の取崩額 46,618千円 

減価償却費相当額 101,507千円 

支払利息相当額 29,965千円 

減損損失 23,794千円 
 

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

⑤利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 5,326千円 

１年超 19,056千円 

合計 24,383千円 
 

⑤利息相当額の算定方法 

同  左 

 

 

―――――――― 
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（有価証券関係） 

 当中間会計期間末(平成 18 年 12 月 31 日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

      前事業年度末(平成 18 年６月 30 日) 

          子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

       (企業結合関係) 

    当中間会計期間（自 平成 18 年７月１日 至 平成 18 年 12 月 31 日） 

     中間連結財務諸表 注記事項(企業結合関係)に記載のとおりであります。 

 

（１株当たり情報） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 

１株当たり純資産額 44,976円 42銭 

１株当たり中間純利益金額 13,300円 19銭 

潜在株式調整後１株当たり中
間純利益金額 

12,560円 23銭 

  

   

１株当たり純資産額 12,759円 96銭 

１株当たり当期純利益金額 887円 01銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの、当社株式は非
上場のため、期中平均株価が把握できませんので、記
載しておりません。 

(注） １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、 

以下のとおりであります。 

 
当中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 
 至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１株当たり中間(当期)純利益金額   

中間(当期)純利益(千円) 105,656 6,821 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る中間(当期)純利益(千円) 105,656 6,821 

期中平均株式数（株） 7,944 7,830 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利

益金額 
  

中間(当期)純利益調整額(千円) ― ― 

普通株式増加数(株) 468 ― 

（うち新株予約権） (468) ― 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定

に含めなかった潜在株式の概要 

 

― 

新株予約権（新株予約権の数1,037

個） 
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（重要な後発事象） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日） 

重要な設備投資 

 当社は、平成19年１月30日開催の取締役会において、

福岡県久留米市の土地を取得することを決議いたしま 

した。 

(1) 取得の目的 

当社の新規直営駐車場の用地として取得するもので

あります。 

(2) 取得資産の内容 

所 在 地 福岡県久留米市東町31番他４筆 

土地面積 743.78㎡ 

取得価額 84,900千円 

(3) 不動産売買契約締結日 

平成19年１月31日 

(4) 取得の時期 

  平成19年４月30日(予定) 

 

 

子会社からの事業譲受 

 当社は、連結子会社であるトラストネットワーク株式

会社と、事業譲受する事業譲渡契約を平成18年６月29日

付で締結し、平成18年７月１日付で譲受いたしました。

(1) 譲受けの目的 

当社グループ内の経営の効率化、合理化を進めるた

め、子会社のトラストネットワーク株式会社より事

業の一部を当社が譲受けたものであります。 

(2) 譲受ける相手会社の名称 

トラストネットワーク株式会社 

(3) 譲受ける事業の内容 

トラストネットワーク株式会社が営む駐車場事業

を譲受けたものであります。 

(4) 譲受ける資産・負債の総額 

譲受日現在の譲受ける事業に係る資産負債といた

します。 

  参考（平成18年６月30日現在） 

  資産合計         13,861千円 

  負債合計         71,224千円 

 

 


